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今後の慢性閉塞性肺疾患 (COPD)の予防・早期発見のあり方にういて

平成 22年○月○日
「慢性閉塞性肺疾患 (COPD)の予防・早期発見に関する検討会」

報告書



はじめに

我が国の疾病構造にういては、感染症などの急性疾患から、がん、循環器病、糖尿病な

どの生活習慣をはじめとする慢性疾患へと大きく変化 してきており、日常生活における健

康管理を始め、病状の様々な段階に応じた総合的な対策を図ることが求められている。

昨年度「慢性疾患対策の更なる充実に向けた検討会」において示された検討概要 (平成

21年 8月 )において、「慢性疾患の中でも、系統的な取り組みがなされていない筋。骨格系

及び結合組織の疾患、慢性閉塞性肺疾患 (以下「COPD」 )な どについては、QOL向 上に

向けた支援などを求める患者ニーズにいかに応えていくかといつた視点から、施策のあり

方を検討していくことが重要」とされた。「COPD」 については、主な原因が喫煙であるこ

とが多く、禁煙により予防が可能であるため生活習慣病としての性格が少なからずある。

こうした背景・問題意識のもと、厚生労働省健康局において「慢性閉塞性肺疾患 (CO

PD)の 予防・早期発見に関する検討会」が設置された。「COPD」 については、早期に発

見、治療することで、リスクと負担を大幅に軽減することが可能な疾患であることから、

その予防・早期発見に主眼をおいた具体的な対策について検討を行い(本提言書として取

りまとめ、厚生労働省健康局に報告することとした。

1 「COPD」 に関する現状
「COPD」 とは有毒な粒子やガスの吸入による進行性の疾患であり、運動時の呼吸困難や

慢性の咳・痰等を伴う。主な原因は喫煙 (受動喫煙を含む)であり、他に粉塵や化学物質

などがある。

「COPD」 による死亡者数は日本において、約 15000人 /年 (H20年人口動態統計)、 推

定患者数は 500万人以上 (NICEス タディ2001)と 試算される。また、世界では約 2億 1o00

万人の患者がいると推計され、「COPD」 による死亡は、リスク (特にたばこの煙)を低減

させるための介入がなされない場合、次の 10年間で 30%以上増加すると予測されている

(WI‐IO報告書 2009年 )

2 「COPD」 対策における現状と課題

(1)「 COPD」 の啓発について

「COPD」 については、医師や看護師等の医療従事者のなかでも、必ずしも理解が十分で

はない。したがつて、さまざまなツールを用いて、まず医療機関の医療従事者全体に理解

の浸透を図ることが必要である。そのうえで、保健師、栄養士、健康運動士、フィットネ

スインストラクターなど、健康に関わつている多種多様な関係者に知識を普及していく必

要がある。

国民に対しては、「COPD」 という病気の発見を促すことの動機付けを起こしていく必要

がある。また、「COPD」 だけでなく肺癌や心血管疾患などの危険因子となる喫煙習慣か

らの離脱 (禁煙)の動機付けと、密接に結びつけてゆくことが重要である。



「COPD」 という概念を広く普及させるためには次のポィントがある。①ネーミング、②

主たる啓発対象 (ターゲット)、 ③広報全体のプランニング、④啓発に賛同する協力者の獲

得

(2)「COPD」 の早期発見方法について

(ア )医療機関等              ′          ′

かかりつけ医が COPDの疑いのある者を早期に発見し、呼吸器の専門医が確定診断する
のが理想的であり、一連の医療連携システムを作つていくことは重要である。しかし、地

域によっては専門医が近隣にいない場合もあり、スパイロメトリーがかかりつけ医にも広

く普及することが望ましい。そのためには、従事者、スペース、時間などを確保するとと

もに、機器の使い方をかかりつけ医に普及してゆくことが課題である。

手動式診断用スパイロメァタ (商品名 :ハイ・チェッカー。以下「ハイ・チェッカー」と

いう。)は、米国呼吸器学会のスパイロメータの性能基準を満たしているため性能上の問題
はないが、呼吸曲線の記録ができないため、実施者が的確に使用できたかの判定ができな

いという難点がある。「ハイ・チェッカー」をどのように活用するかについて、さらに検討

を進める必要がある。         `          |

(イ )問診票関係等

簡単な問診票を活用し、ある程度疑いのある者を見っけることは、スクリーニングの方

法としてきわめて有用である。

問診票としては、国際的に注目されているIPAG(Internatiottal Prittary Care Airways

GrOup)の COPD問診票があり、和文訳等が日本呼吸器学会から紹介されている。しかし、
IPAGの問診票は欧米人を対象としたものであり、多数の日本人におけるスパイロメトリー

との比較検討等を進めて、適切な感度。特異度を得ることができる改訂 (項目内容や BMI、

年齢等の区分等)が望ましい。

(ウ)肺年齢関係等

肺年齢は「COPD」 のスクリ‐ニングとして、また肺の健康増準を目的として、喫煙
の有無にかかわらず国民に説明しやすい指標として考え出されたものであり、一秒間に吐

ける息の量からt自分の呼吸機能がどの程度であるか確認するための目安である。たばこ

を吸っていようどいまいと、誰でも自分の肺年齢は気になるので広く訴える用語として良

い。「COPD」 は他人事のように思われがちだが、「肺年齢」になると自分事となる。ただし、

健常者であっても喫煙者では高い数値が出ることに留意が必要である。

「COPD」 のスクリーニングとして用いる場合、肺年齢が実年齢よりどのくらい高け
れば異常とするかについて、正常限界を示す必要がある。

(工 )健診関係等

人間ドックなどは別として、健診受診者全員にスパイロメトリァを実施することは時間

的にも現実的でなく、間診票等で対象者を絞り込むことは有用である。二般的に健診受診



時の間診票には、年齢、喫煙歴、BMIな ど、「COPD」 のスクリー三ングに必要な項目が多

く含まれており、これを活用すがきである。

「COPD」 の早期発見を特定健診など既存の健診に組み合わせることが効率的と考えられ

る。なお、間診票に受動喫煙 (たばこの煙にさらされること)の項目がない場合は、新た

に項目を設ける必要がある。

(3)たばこ対策と「COPD」 について

たばこ対策の推進は、「COPD」 の予防につながるため重要である。禁煙指導は、「現在、

喫煙しているかどうか」で行 うが、過去の喫煙歴を含めて評価するパック・イヤー (1日 の

喫煙箱数×喫煙年数)は 「COPD」 の診断の上で重要である。

また、「たばこ規制に関する世界保健機関枠組条約」に基づいた「たばこ対策」を進めて

いくことは重要である。

3 今後必要とされる対策
(1)早期発見の手順の確立
かかりつけ医や健診において「COPD」 の疑いのある者を早期に発見し、専門医による精

査の後、患者の様態レベルに応じた適切な治療を行うことが理想的であるが、地域の現状

に応じて診断から治療までの一連の流れを作ることが必要である。

「COPD」 の疑いのある者の早期発見には、IPAG問診票 (以下、間診票)やハイ・チェ

ッカー (「月市年齢」)の利用が考えられる。

問診票については、日本でもかなり検証が進んでいる。若干の見直しが必要なもののス

クリーニングに非常に有用なツールであり、間診票の見直しの検討を早急に進めて、広く

活用できるようにすべきである。なお、COPDの 患者の年齢層などを考慮すると問診票

等を用いたスクリーニングは 40歳以上を対象とすべきである。また、間診票のスコアが低

くても、喫煙者である場合には、禁煙指導を行うべきである。

ハイ・チェッカーについては、今のところデータが十分でなく、普及の点での課題もあ

るが、将来的に非常に有用なツールとなる可能性がある。今の段階では間診票を基本的に

進めていくことが現実的である。また、問診票とハイ・チェッカーの両方を用いる場合、

並列的に用いるのか、二段階として使うのか等、両者の位置づけを明確にする必要がある。

(2)必要とされる体制
「COPD」 の診断は、本来スパイロメータによる精密検査が必要である。それについては、

かかりつけ医と専門医との連携が重要である。専門機関としては、呼吸器内科の標榜施設、

呼吸器学会の認定施設があげられる。日本呼吸器学会の「認定施設」は専門機関として機

能しており、一般の人への情報提供としてホームペ
ニジの充実を検討している。

地域によつては、呼吸器の専門医が非常に少ないことが懸念される。このような中、糖



尿病については、学会、医師会などで糖尿病対策推進会議をつくり、専門医でない医師ヘ

の啓発と診療め標準化を地域で連携して行つている。「COPD」 についても、「COPD」
対策推進会議のような枠組みをつくることが望ましい。国の対策としては、全国的に均一 ¨

に同じような連携体制がとれるような仕組みを構築していくべきであり、将来的には

「COPD」 対策を医療計画の中に位置付けることも検討すべきである。|

現在ある健診制度 (例えば特定健診)等の既存の仕組みを活用するなど、多くめ国民が、 .

「COPD」 の早期発見のための間診等を受けられる枠組みを構築していく必要がある。

(3)予防 。健康増進のあり方

COPDの早期発見と、疾病予防・健康増進の方向に向けていくために、健診等の場にお
いて禁煙指導を行 うことが考えられる。しかしながら、集団検診等の場においては、十分

な時間をとって禁煙指導を行うことは困難である。また、禁煙指導は面談で行 うことが重

要であるが、健診結果については郵送・書面等でのみ対応している場合もあるなど課題も

多いため、健診等の場をどのように活用していくか更なる検討が必要である。

(4)普及啓発
「COPD」 という言葉は、多くの人々に認知されていないが今後、早期発見にっなげてい

くために、広く普及啓発していく必要がある。わかりにくい言葉ではあるが、学術的には

確立された世界に共通した言葉であり、医療従事者をはじめとした健康に関わっている関

係者にけ、「COPD」 とぃう言葉を正しく理解してもらうべきである。ただし、諸団体等が
「肺たばこ病」等の通称を用いることを妨げるものではない。

一方、患者をはじめとした一般の方に対しては「肺年齢」という言葉を用いた普及を行

つていく必要がある。

啓発の方法としてはt例えば、日本呼吸器学会、結核予防会、日本医師会が中心となり、

毎年 5月 9日 の呼吸の日の前後に、一般市民を対象に、呼吸器疾患などに対する啓発活動

を展開している。これを全国的にいろいろな関係団体や行政も一体となって、継続して実

施していくことも有用と考えられる。またヾ健康増進の立場で、スポァッィベントの場な

どを活用する方法も考えられる。

4 まとめ
これまで 4回にわたり、「COPD」 に関する現状を踏また、課題を整理するとともに、求
められる対策にらぃて検討を行ってきた:         `           ‐

「COPD」 についてはヽ 主な原因が喫煙であり、禁煙により予防が可能であるため生活習

慣病としての性格が少なからずあることから、他の慢性疾患と同様に、生活習慣の改善と

しての禁煙が何よりも重要であり、また、早期に発見、治療することで、リスクと負担を

大幅に軽減することが可能な疾患である。



本検討会での提言を踏まえて、着手可能な分野より順次速やかに対応がなされ、国民に

広く「COPD」 に関する正しい知識が広まり、患者や患者を支える周囲が、主体的に正しい

知識や動機付けを持つて行動できるような環境が整い、「COPD」 による社会的損失の軽減

につながるようにしなければならない。


